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（単位：残高・百万円／構成比・％）

353 372

7152,372

292 363

7992,327

 貸出金業種別残高・会員会員外別・貸出金使途別・金利区分別内訳　

 貸出金金利種類別残高比率 貸出金資金使途別残高比率

固定金利

変動金利

設備資金

運転資金

会　　員

会  員  外

 会員、会員外別貸出金残高比率

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱 　 業

建 設 業

電気、ガス、熱供給、水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業  ・小 売 業

金 融  ・ 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

地 方 公 共 団 体

個 　 　 　 人

合 　 　 　 　 計 　

会 員

会 員 外

設 備 資 金

運 転 資 金

固 定 金 利

変 動 金 利

金　　額

2,078

389

25

－

5,985

98

88

198

3,720

151

7,785

401

703

294

1,478

914

144

1,204

1,061

2,519

10,514

39,758

35,262

4,495

19,346

20,411

17,599

22,158

2024年度 2025年度

比　　率

5.2%

1.0%

0.1%

－

15.1%

0.2%

0.2%

0.5%

9.4%

0.4%

19.6%

1.0%

1.8%

0.7%

3.7%

2.3%

0.4%

3.0%

2.7%

6.3%

26.4%

100.0%

88.7%

11.3%

48.7%

51.3%

44.3%

55.7%

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱 　 業

建 設 業

電気、ガス、熱供給、水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業  ・小 売 業

金 融  ・ 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

地 方 公 共 団 体

個 　 　 　 人

合 　 　 　 　 計 　

会 員

会 員 外

設 備 資 金

運 転 資 金

固 定 金 利

変 動 金 利

金　　額

2,430

446

27

－

6,187

84

94

192

3,837

128

8,699

364

742

301

1,443

868

140

1,341

1,039

2,480

10,702

41,555

37,236

4,319

21,583

19,972

17,205

24,350

比　　率

5.8%

1.1%

0.1%

－

14.9%

0.2%

0.2%

0.5%

9.2%

0.3%

20.9%

0.9%

1.8%

0.7%

3.5%

2.1%

0.3%

3.2%

2.5%

6.0%

25.8%

100.0%

89.6%

10.4%

51.9%

48.1%

41.4%

58.6%

89.6％

10.4％

44.3％

55.7％

51.9％
48.1％

2.5%

製造業
5.8%

農業・林業
1.1%

漁業
0.1%

電気、ガス、熱供給、水道業
　0.2%　

情報通信業
　0.2%
運輸業
0.5%

建設業
14.9%

卸売業・小売業
9.2%

金融・保険業
　　0.3%

不動産業
20.9%

物品賃貸業
0.9%

宿泊業
0.7%

飲食業
3.5%

個　人
25.8%

生活関連サービス業、
娯楽業　 2.1%

教育、学習
支援業　0.3%

医療・福祉
3.2%

その他のサービス

地方公共団体
6.0%

学術研究、専門・技術サービス業
1.8%

有価証券に関する指標

 役職員1人当たり、1店舗当たり貸出金残高 貸出金担保別残高

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

0 40,00035,00025,00015,000 30,00020,00010,000

当金庫預金積金 保証不動産 信用信用保証協会・信用保険

14,527 12,766

248248

11,282

933933

16,728 12,728

228228

11,016

853853

（単位：百万円）

0 6,0004,0001,000 5,0003,0002,000

役職員一人当たり 一店舗当たり

530530

4,969

554554

5,194

（単位：百万円）

 代理貸付機関別残高 債務保証見返の担保別内訳

0 3,0002,5002,0001,5001,000500

当金庫預金積金 保証不動産 信用信用保証協会・信用保険

0 5,0004,0003,0002,0001,000

信金中央金庫
（独）福祉医療機構

（株）日本政策金融公庫 （独）住宅金融支援機構

1,5131,970

66

1,4491,603

44

1,970

22 11

44

1,604

1515 11

44

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■有価証券の種類別残高
●期末残高

●平均残高

 尚、有価証券の保有区分については「金融商品に係る会計基準」に基づき、保有目的により、売買目的・満期保有目的・子会社及び関連

　 会社・その他有価証券に区分することになっており、当金庫は保有の有価証券すべて、その他有価証券にて保有しております。

１．売買目的有価証券
　  売買目的の有価証券は保有していません。
２．満期保有目的の有価証券
　  満期保有目的の有価証券は保有していません。

2025年度

2024年度

株　式

国　債

地方債

社　債

その他

325

2025年度

2024年度

株　式

国　債

地方債

社　債

その他

6572,363

399

317

6732,364

399
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（単位：残高・百万円／構成比・％）

353 372

7152,372

292 363

7992,327

 貸出金業種別残高・会員会員外別・貸出金使途別・金利区分別内訳　

 貸出金金利種類別残高比率 貸出金資金使途別残高比率

固定金利

変動金利

設備資金

運転資金

会　　員

会  員  外

 会員、会員外別貸出金残高比率

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱 　 業

建 設 業

電気、ガス、熱供給、水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業  ・小 売 業

金 融  ・ 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

地 方 公 共 団 体

個 　 　 　 人

合 　 　 　 　 計 　

会 員

会 員 外

設 備 資 金

運 転 資 金

固 定 金 利

変 動 金 利

金　　額

2,078

389

25

－

5,985

98

88

198

3,720

151

7,785

401

703

294

1,478

914

144

1,204

1,061

2,519

10,514

39,758

35,262

4,495

19,346

20,411

17,599

22,158

2024年度 2025年度

比　　率

5.2%

1.0%

0.1%

－

15.1%

0.2%

0.2%

0.5%

9.4%

0.4%

19.6%

1.0%

1.8%

0.7%

3.7%

2.3%

0.4%

3.0%

2.7%

6.3%

26.4%

100.0%

88.7%

11.3%

48.7%

51.3%

44.3%

55.7%

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱 　 業

建 設 業

電気、ガス、熱供給、水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業  ・小 売 業

金 融  ・ 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

地 方 公 共 団 体

個 　 　 　 人

合 　 　 　 　 計 　

会 員

会 員 外

設 備 資 金

運 転 資 金

固 定 金 利

変 動 金 利

金　　額

2,430

446

27

－

6,187

84

94

192

3,837

128

8,699

364

742

301

1,443

868

140

1,341

1,039

2,480

10,702

41,555

37,236

4,319

21,583

19,972

17,205

24,350

比　　率

5.8%

1.1%

0.1%

－

14.9%

0.2%

0.2%

0.5%

9.2%

0.3%

20.9%

0.9%

1.8%

0.7%

3.5%

2.1%

0.3%

3.2%

2.5%

6.0%

25.8%

100.0%

89.6%

10.4%

51.9%

48.1%

41.4%

58.6%

89.6％

10.4％

44.3％

55.7％

51.9％
48.1％

2.5%

製造業
5.8%

農業・林業
1.1%

漁業
0.1%

電気、ガス、熱供給、水道業
　0.2%　

情報通信業
　0.2%
運輸業
0.5%

建設業
14.9%

卸売業・小売業
9.2%

金融・保険業
　　0.3%

不動産業
20.9%

物品賃貸業
0.9%

宿泊業
0.7%

飲食業
3.5%

個　人
25.8%

生活関連サービス業、
娯楽業　 2.1%

教育、学習
支援業　0.3%

医療・福祉
3.2%

その他のサービス

地方公共団体
6.0%

学術研究、専門・技術サービス業
1.8%

有価証券に関する指標

 役職員1人当たり、1店舗当たり貸出金残高 貸出金担保別残高

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

0 40,00035,00025,00015,000 30,00020,00010,000

当金庫預金積金 保証不動産 信用信用保証協会・信用保険

14,527 12,766

248248

11,282

933933

16,728 12,728

228228

11,016

853853

（単位：百万円）

0 6,0004,0001,000 5,0003,0002,000

役職員一人当たり 一店舗当たり

530530

4,969

554554

5,194

（単位：百万円）

 代理貸付機関別残高 債務保証見返の担保別内訳

0 3,0002,5002,0001,5001,000500

当金庫預金積金 保証不動産 信用信用保証協会・信用保険

0 5,0004,0003,0002,0001,000

信金中央金庫
（独）福祉医療機構

（株）日本政策金融公庫 （独）住宅金融支援機構

1,5131,970

66

1,4491,603

44

1,970

22 11

44

1,604

1515 11

44

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■有価証券の種類別残高
●期末残高

●平均残高

 尚、有価証券の保有区分については「金融商品に係る会計基準」に基づき、保有目的により、売買目的・満期保有目的・子会社及び関連

　 会社・その他有価証券に区分することになっており、当金庫は保有の有価証券すべて、その他有価証券にて保有しております。

１．売買目的有価証券
　  売買目的の有価証券は保有していません。
２．満期保有目的の有価証券
　  満期保有目的の有価証券は保有していません。

2025年度

2024年度

株　式

国　債

地方債

社　債

その他

325

2025年度

2024年度

株　式

国　債

地方債

社　債

その他

6572,363

399

317

6732,364

399
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３．その他有価証券の評価損益等       
　

４．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
　　該当する株式はありません。
５．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

■有価証券の残存期間別残高

■商品有価証券
過去２年間に該当の取引実績がございません。

■デリバティブ取引
過去２年間に該当の取引実績がございません。

区　　分
2024年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債

地 方 債

社 債

株 式

その他の証券

区　　分
2025年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債 ―

―

305 

―

―

―

94 

873

―

185 

―

269 

537 

―

―

―

―

―

―

57 

―

―

―

―

―

―

―

―

292 

556 

―

363 

2,327 

292 

799 

地 方 債
―

―

611 

―

―

―

―

514

―

45

―

94

401

―

132

―

184

553

―

―

―

92

91

―

52

―

―

199

―

―

―

―

―

353

484

―

372

2,372

353

715

―

―

610

―

―

社 債

株 式
その他の証券

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

■金銭の信託
過去２年間に該当の取引実績がございません。

■第102条第１項第５号に掲げる取引
過去２年間に該当の取引実績がございません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区　分
2024年度 2025年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 110

110
111
111合 　 　 計

株 式
債 券
　（国　債）
　（地方債）
　（社　債）
そ の 他
小 　 計
株 式
債 券
　（国　債）
　（地方債）
　（社　債）
そ の 他
小 　 計

95
103
―
―

103
536
735
146

2,641
―

372
2,269
178

2,966
3,702

61
102
―
―

102
429
593
153

2,745
―

399
2,345
200

3,098
3,692

34
0
―
―
0

107
141
△ 6

△ 103
―

△ 26
△ 76
△ 21
△ 131

10

129
―
―
―
―

663
792
51

2,691
―

363
2,327
135

2,879
3,671

96
―
―
―
―

539
636
54

2,832
―

399
2,432
150

3,037
3,673

32
―
―
―
―

123
156
△ 2

△ 141
―

△ 35
△ 105
△ 14
△ 158
△ 1

2024年度
種　　　類

2025年度
区　　　分

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

合　　　　　計

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額

（注）１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　２．上記の「その他」は、投資信託等です。
　　３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

〔項目の説明〕
1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。
3．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに
準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に
該当しない貸出金です。
6．「個別貸倒引当金」（Ｃ）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の債
権額に対して個別に引当計上した額の合計額です。
7．「一般貸倒引当金」（Ｄ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。
8．「担保・保証等」（Ｅ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
9．「正常債権」（Ｆ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
10．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元
本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２
条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるも
の並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

2024年度

246

317

144

0

144

708

636

223

22

389

89.80%

77.33%

41,057

41,765

2025年度

366

313

32

0

32

712

704

305

0

397

98.89%

97.49%

42,495

41,765

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

　 小 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 　 A

保 　 　 　 全 　 　 　 額 B

個 別 貸 倒 引 当 金 C

一 般 貸 倒 引 当 金 D

担 保 ・ 保 証 等 E

保 　 全 　 率 B ／ A （ ％ ）

引　当　率（C＋D）／（A－E）（％）

正 常 債 権 F

総 与 信 残 高 A ＋ F

区　　　　　分

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円） 貸出金償却 （単位：百万円）

区 分

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

40

233

264

66

305

372

2024年度 2025年度 区 分

貸 出 金 償 却 ― ―

2024年度 2025年度
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３．その他有価証券の評価損益等       
　

４．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
　　該当する株式はありません。
５．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

■有価証券の残存期間別残高

■商品有価証券
過去２年間に該当の取引実績がございません。

■デリバティブ取引
過去２年間に該当の取引実績がございません。

区　　分
2024年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債

地 方 債

社 債

株 式

その他の証券

区　　分
2025年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債 ―

―

305 

―

―

―

94 

873

―

185 

―

269 

537 

―

―

―

―

―

―

57 

―

―

―

―

―

―

―

―

292 

556 

―

363 

2,327 

292 

799 

地 方 債
―

―

611 

―

―

―

―

514

―

45

―

94

401

―

132

―

184

553

―

―

―

92

91

―

52

―

―

199

―

―

―

―

―

353

484

―

372

2,372

353

715

―

―

610

―

―

社 債

株 式
その他の証券

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

■金銭の信託
過去２年間に該当の取引実績がございません。

■第102条第１項第５号に掲げる取引
過去２年間に該当の取引実績がございません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区　分
2024年度 2025年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 110

110
111
111合 　 　 計

株 式
債 券
　（国　債）
　（地方債）
　（社　債）
そ の 他
小 　 計
株 式
債 券
　（国　債）
　（地方債）
　（社　債）
そ の 他
小 　 計

95
103
―
―

103
536
735
146

2,641
―

372
2,269
178

2,966
3,702

61
102
―
―

102
429
593
153

2,745
―

399
2,345
200

3,098
3,692

34
0
―
―
0

107
141
△ 6

△ 103
―

△ 26
△ 76
△ 21
△ 131

10

129
―
―
―
―

663
792
51

2,691
―

363
2,327
135

2,879
3,671

96
―
―
―
―

539
636
54

2,832
―

399
2,432
150

3,037
3,673

32
―
―
―
―

123
156
△ 2

△ 141
―

△ 35
△ 105
△ 14
△ 158
△ 1

2024年度
種　　　類

2025年度
区　　　分

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

合　　　　　計

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

〔項目の説明〕
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権額に対して個別に引当計上した額の合計額です。
7．「一般貸倒引当金」（Ｄ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。
8．「担保・保証等」（Ｅ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
9．「正常債権」（Ｆ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
10．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元
本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２
条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるも
の並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

2024年度

246

317

144

0

144

708

636

223

22

389

89.80%

77.33%

41,057

41,765

2025年度

366

313

32

0

32

712

704

305

0

397

98.89%

97.49%

42,495

41,765

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

　 小 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 　 A

保 　 　 　 全 　 　 　 額 B

個 別 貸 倒 引 当 金 C

一 般 貸 倒 引 当 金 D

担 保 ・ 保 証 等 E

保 　 全 　 率 B ／ A （ ％ ）

引　当　率（C＋D）／（A－E）（％）

正 常 債 権 F

総 与 信 残 高 A ＋ F

区　　　　　分

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円） 貸出金償却 （単位：百万円）

区 分

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

40

233

264

66

305

372

2024年度 2025年度 区 分

貸 出 金 償 却 ― ―

2024年度 2025年度
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１．対象役員
　 　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に
対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労
の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　 （１）報酬体系の概要
　　　 【基本報酬及び賞与】
　　　　　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員そ
　　れぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。

　　　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前
　　年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額
　　及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

　　　 【退職慰労金】
　　　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支
　　払っております。

　　　　　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定
　　めております。

　　　　　a．決定方法　b．支払手段　c．決定時期と支払時期
　 （２）2025年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

　　（注）１．対象役員に該当する理事は４名、監事は１名です。
　　　　２．上記の内訳は、「基本報酬」50百万円、「賞与」－百万円、「退職慰労金」10百万円となっております。
　　　　なお、「賞与」の支払い及び役員賞与引当金の繰り入れはありませんでした。

　　　　　 「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に
　　　　繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。

　　　　３．使用人兼務役員に該当する者はいませんでした。
　 （３）その他
　　　 　「信用金庫法施行規則第132条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金
　　庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定
　　める件」（平成24年３月29日付金融庁告示第22号）第３条第１項第３号及び第５号並びに第２項第３号
　　及び第５号に該当する事項はありませんでした。

２．対象職員等
　 　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、
対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影
響を与える者をいいます。

　 　なお、2025年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
　 （注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
　 　　２．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して２%以上の
　 　　資産を有する会社等をいいます。なお、2025年度においては、該当する会社はありませんでした。

　 　　３．「同等額」は、2025年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　 　　４．2025年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

支　払　総　額

60

区　　　　分

対象役員に対する報酬等

当金庫の子会社

役員の報酬体系について

業　界　団　体

　当金庫には関連会社及び子会社はございません。

（単位：百万円）

全国の信用金庫を会員とする業界の利益代表機関。信用金庫の業務・運営に関する調査・研究

を行い、関係官庁などに対する建議・答申・連絡などを代表して行っています。また、業界全体

のイメージアップを図るため、マスコミなどへのPR活動を展開しています。

（社）全国信用金庫協会
（全信協）
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　 　　４．2025年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

支　払　総　額

60

区　　　　分

対象役員に対する報酬等

当金庫の子会社

役員の報酬体系について

業　界　団　体

　当金庫には関連会社及び子会社はございません。

（単位：百万円）

全国の信用金庫を会員とする業界の利益代表機関。信用金庫の業務・運営に関する調査・研究

を行い、関係官庁などに対する建議・答申・連絡などを代表して行っています。また、業界全体

のイメージアップを図るため、マスコミなどへのPR活動を展開しています。

（社）全国信用金庫協会
（全信協）
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自己資本の充実の状況等について
１．自己資本の状況について
（1）自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資
　　産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」にもとづき算出しております。
　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

コア資本に係る基礎項目　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　うち、出資金及び資本剰余金の額
　うち、利益剰余金の額
　うち、外部流出予定額（△）
　うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第3条第7項）によりコア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措置（自
己資本比率改正告示附則第4条第3項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、経過措置（自己資本比率改
正告示附則第5条第5項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　（イ）
コア資本に係る調整項目　　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　うち、のれんに係るものの額
　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10%基準超過額
　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15%基準超過額
　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
　資産（オン・バランス）項目
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置（自己資本
　　　比率改正告示附則第12条第5項又は第6項）を用いて算出したリスク・アセットの額から経過
　　　措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額
　　　うち、上記以外に該当するものの額
　オフ・バランス取引等項目
　CVAリスク相当額を8%で除して得た額
　中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

項　　　　　　　　　　目 2024年度 経過措置による
不算入額

2025年度 経過措置による
不算入額

―

―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

（２）自己資本の充実度に関する事項
　　○自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うととにより自己資本を充実させ、経営の健全性安全性を
充分保っていると評価しております。尚、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づい
た業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。

（注）　１．所要自己資本の額=リスクアセット×4%
 ２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
 ３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及
 　  び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウエイトが150％
 　  になったエクスポージャーのことです。
 ４．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
 　  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
 　  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
 　  ③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
 ５．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。（2023年度計数）。
 ６．当金庫では、マーケット・リスクに関する事項は該当有りません。
 ７．当金庫は、標準的計測手法かつILMを「1」によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。（2024年度計数）
 ８．単体総所要自己資本額＝単体リスク・アセットの合計額（単体自己資本比率の分母の額）×４％

（単位：百万円）

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額
　  ①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
 現金
 我が国の中央政府及び中央銀行向け
 地方公共団体・我が国の政府関係機関向け
 金融機関向け
 　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
 　カバードボンド向け
 法人向け
 中小企業等・個人向け
 　トランザクター向け
 抵当権付住宅ローン
 不動産取得等事業向け
 不動産関連向け
 　自己居住用不動産等向け
 　賃貸用不動産向け
 　事業用不動産関連向け
 　その他不動産関連向け
 　ADC向け
 劣後債券及びその他資本制証券等  
 三月以上延滞等
 延滞等向け 
 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 
 取立未済手形
 信用保証協会等
 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
 出資等
 　出資等のエクスポージャー
 　重要な出資のエクスポージャー
 株式等
 上記以外
 　重要な出資のエクスポージャー
 　信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調
　 　整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
 　特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
 　総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
 　機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー
 　上記以外のエクスポージャー
　  ②証券化エクスポージャー
　  ③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
　　  （ルックスルー方式）
　  ④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
　  ⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経
 過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
　  ⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額（簡便法）
　  ⑦中央清算期間関連エクスポージャー
ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
 BI 
ハ．単体リスク・アセットの合計額及び単体総所要自己資本額　（イ＋ロ）

リスク・アセット
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自己資本の充実の状況等について
１．自己資本の状況について
（1）自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資
　　産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」にもとづき算出しております。
　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

コア資本に係る基礎項目　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　うち、出資金及び資本剰余金の額
　うち、利益剰余金の額
　うち、外部流出予定額（△）
　うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第3条第7項）によりコア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措置（自
己資本比率改正告示附則第4条第3項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、経過措置（自己資本比率改
正告示附則第5条第5項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　（イ）
コア資本に係る調整項目　　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　うち、のれんに係るものの額
　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10%基準超過額
　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15%基準超過額
　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
　資産（オン・バランス）項目
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置（自己資本
　　　比率改正告示附則第12条第5項又は第6項）を用いて算出したリスク・アセットの額から経過
　　　措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額
　　　うち、上記以外に該当するものの額
　オフ・バランス取引等項目
　CVAリスク相当額を8%で除して得た額
　中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

項　　　　　　　　　　目 2024年度 経過措置による
不算入額

2025年度 経過措置による
不算入額

―

―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

（２）自己資本の充実度に関する事項
　　○自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うととにより自己資本を充実させ、経営の健全性安全性を
充分保っていると評価しております。尚、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づい
た業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。

（注）　１．所要自己資本の額=リスクアセット×4%
 ２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
 ３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及
 　  び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウエイトが150％
 　  になったエクスポージャーのことです。
 ４．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
 　  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
 　  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
 　  ③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
 ５．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。（2023年度計数）。
 ６．当金庫では、マーケット・リスクに関する事項は該当有りません。
 ７．当金庫は、標準的計測手法かつILMを「1」によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。（2024年度計数）
 ８．単体総所要自己資本額＝単体リスク・アセットの合計額（単体自己資本比率の分母の額）×４％

（単位：百万円）

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額
　  ①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
 現金
 我が国の中央政府及び中央銀行向け
 地方公共団体・我が国の政府関係機関向け
 金融機関向け
 　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
 　カバードボンド向け
 法人向け
 中小企業等・個人向け
 　トランザクター向け
 抵当権付住宅ローン
 不動産取得等事業向け
 不動産関連向け
 　自己居住用不動産等向け
 　賃貸用不動産向け
 　事業用不動産関連向け
 　その他不動産関連向け
 　ADC向け
 劣後債券及びその他資本制証券等  
 三月以上延滞等
 延滞等向け 
 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 
 取立未済手形
 信用保証協会等
 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
 出資等
 　出資等のエクスポージャー
 　重要な出資のエクスポージャー
 株式等
 上記以外
 　重要な出資のエクスポージャー
 　信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調
　 　整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
 　特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
 　総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
 　機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー
 　上記以外のエクスポージャー
　  ②証券化エクスポージャー
　  ③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
　　  （ルックスルー方式）
　  ④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
　  ⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経
 過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
　  ⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額（簡便法）
　  ⑦中央清算期間関連エクスポージャー
ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
 BI 
ハ．単体リスク・アセットの合計額及び単体総所要自己資本額　（イ＋ロ）

リスク・アセット
34,094

―
―
44

7,098
7,095

―
8,168
5,376
152

9,056
2,149
4,556
2,176
174
―

300

524
60
3

330
―

223
2,600

―

372

998

1,230
̶

356

̶
1,600
1,600
35,694

所要自己資本額
2024年度

1,364

―
―
1

284
284
―

327
215

362
86
182
87
7

12

21
2
0
13
―

9
104
―

15

40

49
̶

14

̶
64

1,428

36,133

―
―
46

7,489
7,389

―
10,399
5,815
146

7,514
2,197
3,729
1,383
203
―

501

318
49
1

360
―

635
2,508

―

372

1,200

936
̶

335

̶
1,684
1,684
37,818

1,445

―
―
1

300
296
―

416
233

301
88
149
55
8

20

12
1
0
14
―

25
100
―

15

48

37
̶

13

̶
67

1,513

リスク・アセット 所要自己資本額
2025年度
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Disclosure 2026

リスク管理の方針及び手続の概要
（1）信用リスクとは、貸出を行なっている先の業況悪化や倒産等から貸出利息や元本の返済が契約通りに行なわれなくなる

リスクの事で、経営に最も影響を与えるリスクの一つです。
　  　当金庫では、与信判断の基本的な考え方を示した「信用リスク管理要領」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとと
もに、信用リスク管理を徹底しています。信用リスクの評価は、当金庫の与信の基本的な方針である「小口多数取引」の推
進によるリスク分散のほか、与信ポートフォリオ管理として、自己査定による債務者区分別、業種別、金額段階別、さらに
は大口与信先の管理などさまざまな角度からの分析に注力しております。また、信用リスクを計測するため、ALMシステ
ムを導入し、リスク計量をベースとした統合リスク管理態勢構築の準備を進めております。

　  　以上、信用リスク管理の状況については、定期的あるいは必要に応じて常務理事会に報告する態勢を整備しております。

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈業種別及び残存期間別〉

（2）信用コストである貨倒引当金は、当金庫の「自己査定基準」及び「償却・引当に関する規程」に基づき、自己査定における債

務者区分ごとにそれぞれ算定しております。尚、自己査定の結果については、監査法人による監査を受け、適正な資産計上

を行っております。

　  　一般貸倒引当金の計上基準に関しては、「正常先」「その他要注意先」「要管理先」の与信額について各々の債務者区分ご

との貸倒実績率に必要な修正を加えて算定しております。又、実績率については、コロナ融資先をグループ化して、リスク

の高いグループには過去（リーマンショック以降）の高い実績率を採用し、そうでないグループには通常通りに算出した

実績率を採用しています。尚、予想損失率の算定については、原則、貸倒実績率＝予想損失率としております。

　  　個別貸倒引当金に関しては、「破綻懸念先」「実質破綻先」「破綻先」各々の債務者区分ごとの与信額について、担保・保証

及び回収可能見込額等を除いた未保全額に対して発生したⅢ分類及びⅣ分類額の全額について個別貸倒引当金勘定への

繰入を行っております。

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

２．信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（注）１．当金庫は、デリバティブ取引は該当ありません。
　　２．「三月以上延滞エクスポージャーとは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポー
　　　  ジャーのことです。
　　３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権』、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　４．上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することや、」業種区分に分類することが、困難なエクスポー
　　　  ジャーです。具体的には現金、投資信託等が含まれます。
　　５．CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　６．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）①当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　②業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業、小 売 業

金 融・保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究・技術サービス

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 福 祉

そ の 他 サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

１ 年 以 下

１ 年 超 ３ 年 以 下

３ 年 超 ５ 年 以 下

５ 年 超 ７ 年 以 下

７ 年 超 １ ０ 年 以 下

1 0 年 超

期間の定めのないもの

残 存 期 間 別 合 計

2,566

396

27

―

6,485

371

213

342

3,967

35,674

8,223

403

739

294

1,851

1,220

148

1,385

1,126

2,585

7,963

2,354

76,141

15,540

14,162

5,788

7,518

7,702

16,893

8,535

76,141

2,743

448

31

―

6,691

342

167

317

4,073

37,969

9,165

364

773

301

1,893

1,158

143

1,498

1,109

2,950

8,151

1,342

81,640

25,520

8,475

6,450

6,881

6,811

19,357

8,142

81,640

2,366

396

27

―

6,485

171

213

342

3,967

33,874

8,223

403

739

294

1,851

1,220

148

1,385

1,126

2,585

7,963

2,354

76,141

15,540

14,162

5,788

7,518

7,702

16,893

8,535

76,141

2,654

448

31

―

6,691

152

167

317

4,073

35,953

9,265

364

773

301

1,893

1,158

143

1,498

1,109

2,554

8,151

1,342

78,948

25,215

7,864

5,483

6,073

6,811

19,357

8,142

78,948

200

―

―

―

―

200

―

―

―

1,800

―

―

―

―

―

―

―

―

―

448

―

200

2,848

515

621

510

799

200

―

200

2,848

89

―

―

―

―

189

―

―

―

2,016

―

―

―

―

―

―

―

―

―

396

―

―

2,691

305

611

967

807

―

―

―

2,691

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

35

25

―

―

180

―

―

―

62

―

―

―

19

―

77

282

―

18

―

―

74

―

777

13

25

―

―

14

―

―

―

65

―

―

―

16

―

128

278

―

15

―

―

83

―

641

信用リスクエクスポージャー期末残高

業種区分
期間区分

債　　券
デリバティブ
取引※1

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ・バ
ランス取引※３

三月以上延滞エク
スポージャー※2

エクスポージャー区分

（単位：百万円）
（単位：百万円）

（単位：百万円）

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　　　計

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

60

40

306

223

366

264

7

－

17

－

－

15

－

－

－

123

－

－

－

－

16

－

0

203

－

－

1

－

16

399

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

－

－

17

3

-

7

－

－

－

34

－

－

－

－

16

－

91

106

－

－

－

－

27

305

－

－

－

－

－

－

－

－

－

120

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

120

8

－

－

－

－

5

－

－

－

-

－

－

－

－

－

－

26

－

－

－

－

－

0

42

7

－

17

－

－

－

－

－

－

2

－

－

－

－

15

－

18

106

－

－

1

－

15

185

－

－

17

－

－

7

－

－

－

4

－

－

－

－

15

－

－

107

－

－

－

－

27

181

－

－

17

3

－

7

－

－

－

34

－

－

－

－

16

－

91

106

－

－

－

－

27

305

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

2024年度

期首残高

2025年度 2024年度

当期増加額

2025年度 2024年度

目的使用

当期減少額

個　別　貸　倒　引　当　金

その他
期末残高 

 

貸出金償却

2025年度 2024年度 2025年度 2025年度 2024年度 2025年度2024年度

40

66

223

305

264

372

―

―

120

42

120

42

60

40

185

181

245

222

目的使用 その他

40

66

223

305

264

372

期末残高当期増加額
当期減少額

期首残高

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業、小 売 業

金 融・保 険 業

不 動 産 業

各 種 サ ー ビ ス

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

合 計

2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度
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リスク管理の方針及び手続の概要
（1）信用リスクとは、貸出を行なっている先の業況悪化や倒産等から貸出利息や元本の返済が契約通りに行なわれなくなる

リスクの事で、経営に最も影響を与えるリスクの一つです。
　  　当金庫では、与信判断の基本的な考え方を示した「信用リスク管理要領」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとと
もに、信用リスク管理を徹底しています。信用リスクの評価は、当金庫の与信の基本的な方針である「小口多数取引」の推
進によるリスク分散のほか、与信ポートフォリオ管理として、自己査定による債務者区分別、業種別、金額段階別、さらに
は大口与信先の管理などさまざまな角度からの分析に注力しております。また、信用リスクを計測するため、ALMシステ
ムを導入し、リスク計量をベースとした統合リスク管理態勢構築の準備を進めております。

　  　以上、信用リスク管理の状況については、定期的あるいは必要に応じて常務理事会に報告する態勢を整備しております。

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈業種別及び残存期間別〉

（2）信用コストである貨倒引当金は、当金庫の「自己査定基準」及び「償却・引当に関する規程」に基づき、自己査定における債

務者区分ごとにそれぞれ算定しております。尚、自己査定の結果については、監査法人による監査を受け、適正な資産計上

を行っております。

　  　一般貸倒引当金の計上基準に関しては、「正常先」「その他要注意先」「要管理先」の与信額について各々の債務者区分ご

との貸倒実績率に必要な修正を加えて算定しております。又、実績率については、コロナ融資先をグループ化して、リスク

の高いグループには過去（リーマンショック以降）の高い実績率を採用し、そうでないグループには通常通りに算出した

実績率を採用しています。尚、予想損失率の算定については、原則、貸倒実績率＝予想損失率としております。

　  　個別貸倒引当金に関しては、「破綻懸念先」「実質破綻先」「破綻先」各々の債務者区分ごとの与信額について、担保・保証

及び回収可能見込額等を除いた未保全額に対して発生したⅢ分類及びⅣ分類額の全額について個別貸倒引当金勘定への

繰入を行っております。

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

２．信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（注）１．当金庫は、デリバティブ取引は該当ありません。
　　２．「三月以上延滞エクスポージャーとは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポー
　　　  ジャーのことです。
　　３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権』、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　４．上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することや、」業種区分に分類することが、困難なエクスポー
　　　  ジャーです。具体的には現金、投資信託等が含まれます。
　　５．CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　６．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）①当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　②業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業、小 売 業

金 融・保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究・技術サービス

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 福 祉

そ の 他 サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

１ 年 以 下

１ 年 超 ３ 年 以 下

３ 年 超 ５ 年 以 下

５ 年 超 ７ 年 以 下

７ 年 超 １ ０ 年 以 下

1 0 年 超

期間の定めのないもの

残 存 期 間 別 合 計

2,566

396

27

―

6,485

371

213

342

3,967

35,674

8,223

403

739

294

1,851

1,220

148

1,385

1,126

2,585

7,963

2,354

76,141

15,540

14,162

5,788

7,518

7,702

16,893

8,535

76,141

2,743

448

31

―

6,691

342

167

317

4,073

37,969

9,165

364

773

301

1,893

1,158

143

1,498

1,109

2,950

8,151

1,342

81,640

25,520

8,475

6,450

6,881

6,811

19,357

8,142

81,640

2,366

396

27

―

6,485

171

213

342

3,967

33,874

8,223

403

739

294

1,851

1,220

148

1,385

1,126

2,585

7,963

2,354

76,141

15,540

14,162

5,788

7,518

7,702

16,893

8,535

76,141

2,654

448

31

―

6,691

152

167

317

4,073

35,953

9,265

364

773

301

1,893

1,158

143

1,498

1,109

2,554

8,151

1,342

78,948

25,215

7,864

5,483

6,073

6,811

19,357

8,142

78,948

200

―

―

―

―

200

―

―

―

1,800

―

―

―

―

―

―

―

―

―

448

―

200

2,848

515

621

510

799

200

―

200

2,848

89

―

―

―

―

189

―

―

―

2,016

―

―

―

―

―

―

―

―

―

396

―

―

2,691

305

611

967

807

―

―

―

2,691

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

35

25

―

―

180

―

―

―

62

―

―

―

19

―

77

282

―

18

―

―

74

―

777

13

25

―

―

14

―

―

―

65

―

―

―

16

―

128

278

―

15

―

―

83

―

641

信用リスクエクスポージャー期末残高

業種区分
期間区分

債　　券
デリバティブ
取引※1

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ・バ
ランス取引※３

三月以上延滞エク
スポージャー※2

エクスポージャー区分

（単位：百万円）
（単位：百万円）

（単位：百万円）

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　　　計

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

60

40

306

223

366

264

7

－

17

－

－

15

－

－

－

123

－

－

－

－

16

－

0

203

－

－

1

－

16

399

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

－

－

17

3

-

7

－

－

－

34

－

－

－

－

16

－

91

106

－

－

－

－

27

305

－

－

－

－

－

－

－

－

－

120

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

120

8

－

－

－

－

5

－

－

－

-

－

－

－

－

－

－

26

－

－

－

－

－

0

42

7

－

17

－

－

－

－

－

－

2

－

－

－

－

15

－

18

106

－

－

1

－

15

185

－

－

17

－

－

7

－

－

－

4

－

－

－

－

15

－

－

107

－

－

－

－

27

181

－

－

17

3

－

7

－

－

－

34

－

－

－

－

16

－

91

106

－

－

－

－

27

305

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

8

－

17

－

－

13

－

－

－

5

－

－

－

－

15

－

26

107

－

－

0

－

27

223

2024年度

期首残高

2025年度 2024年度

当期増加額

2025年度 2024年度

目的使用

当期減少額

個　別　貸　倒　引　当　金

その他
期末残高 

 

貸出金償却

2025年度 2024年度 2025年度 2025年度 2024年度 2025年度2024年度

40

66

223

305

264

372

―

―

120

42

120

42

60

40

185

181

245

222

目的使用 その他

40

66

223

305

264

372

期末残高当期増加額
当期減少額

期首残高

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業、小 売 業

金 融・保 険 業

不 動 産 業

各 種 サ ー ビ ス

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス、娯楽業

教 育、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

合 計

2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度2025年度2024年度
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Disclosure 2026

ニ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳※１

（単位：百万円）

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・ウェ
イトの加重
平均値（％）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

2024 年度

現金 1,027 ー ー ー ー ー

我が国の中央政府及び中央銀
行向け

62 ー ー ー ー ー

外国の中央政府及び中央銀行
向け

ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共団体向け 5,049 ー 2,523 ー ー ー

外国の中央政府等以外の公共
部門向け

ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融機構向け 399 ー ー ー ー ー

我が国の政府関係機関向け ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

34,793 ー 34,793 ー 7,098 20%

第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け

34,804 ー 34,804 ー 7,098 20%

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸付債権向
けを含む）

9,654 937 9,131 810 8,168 83%

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向け及び個人
向け

10,107 8,161 9,612 729 5,376 52%

トランザクター向け ー 6,469 ー 414 152 37%

不動産関連向け 11,177 946 11,096 946 9,056 75%

自己居住用不動産等向け 3,680 318 3,654 318 2,149 54%

賃貸用不動産向け 5,236 604 5,204 604 4,556 78%

事業用不動産関連向け 1,963 23 1,946 23 2,176 110%

その他不動産関連向け 297 ー 290 ー 174 60%

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその他資本性証
券等

200 ー 200 ー 300 150%

延滞等向け（自己居住用不動
産等向けを除く。）

431 4 415 0 524 126%

自己居住用不動産等向けエク
スポージャーに係る延滞

55 5 55 5 60 100%

取立未済手形 17 ー 17 ー 3 20%

信用保証協会等による保証付 6,019 26 6,019 2 330 5%

株式会社地域経済活性化支援
機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー

株式等 223 6 223 6 298

合計 31,213

（注）１．最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、2023年度については記載しておりません。
２．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
３．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エ

クスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。
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Disclosure 2026

ニ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳※１

（単位：百万円）

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・ウェ
イトの加重
平均値（％）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

2025 年度

現金 973 ー ー ー ー ー

我が国の中央政府及び中央銀
行向け

66 ー ー ー ー ー

外国の中央政府及び中央銀行
向け

ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共団体向け 2,487 ー 2,484 ー ー ー

外国の中央政府等以外の公共
部門向け

ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融機構向け 433 ー 433 ー 46 11%

我が国の政府関係機関向け ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

36,953 ー 36,953 ー 7,489 20%

第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け

36,853 ー 36,853 ー 7,389 20%

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸付債権向
けを含む）

12,464 723 11,878 571 10,399 84%

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向け及び個人
向け

10,765 7,968 10,399 641 5,815 53%

トランザクター向け ー 6,341 ー 399 146 37%

不動産関連向け 9,815 883 9,742 883 7,514 71%

自己居住用不動産等向け 3,700 295 3,675 295 2,197 55%

賃貸用不動産向け 4,450 526 4,425 526 3,729 75%

事業用不動産関連向け 1,354 22 1,342 22 1,383 101%

その他不動産関連向け 309 39 298 39 203 60%

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその他資本性証
券等

200 ー 200 ー 501 250%

延滞等向け（自己居住用不動
産等向けを除く。）

290 1 290 0 318 109%

自己居住用不動産等向けエク
スポージャーに係る延滞

45 4 45 4 49 100%

取立未済手形 9 ー 9 ー 1 20%

信用保証協会等による保証付 5,718 23 5,718 2 360 6%

株式会社地域経済活性化支援
機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー

株式等 1,221 ー 1,221 ー 1,971

合計 34,417

（注）１．最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、2023年度については記載しておりません。
２．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
３．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エ

クスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。
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Disclosure 2026

ホ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.50%

2024 年度

現金 1,027 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

62 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府及
び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共
団体向け

2,526 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府等以
外の公共部門向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融
機構向け

399 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の政府関係
機関向け

ー 49 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

ー ー ー 34,804 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け

ー ー ー 34,804 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

ー ー ー 201 ー ー ー ー ー ー ー ー 200 ー ー ー

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向
け及び個人向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

トランザクター向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー 290 ー ー 291 ー ー 0

自己居住用不動産等向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー 290 ー ー 291 ー ー 0

賃貸用不動産向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0

事業用不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその
他資本性証券等

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

取立未済手形 ー ー ー 17 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

信用保証協会等に
よる保証付

2,717 ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式等 ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

合計 5,241 ー ー 219 ー ー ー ー ー 290 ー ー 297 ー ー 0
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Disclosure 2026

（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.50% 130% 150% 250% 400% その他 合計

2024 年度

現金 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府及
び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共
団体向け

0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府等以
外の公共部門向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融
機構向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の政府関係
機関向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

ー ー ー ー ー ー 99 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向
け及び個人向け

ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

トランザクター向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

不動産関連向け ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 10,626

自己居住用不動産等向け ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 3,971

賃貸用不動産向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4,952

事業用不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその
他資本性証券等

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

取立未済手形 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

信用保証協会等に
よる保証付

0 ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式等 ー ー ー ー ー ー 418 ー ー ー 516 ー 286 ー ー ー

合計 2,599 ー ー 12,075 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 42,300
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ホ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.50%

2025 年度

現金 973 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

66 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府及
び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共
団体向け

2,487 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府等以
外の公共部門向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融
機構向け

ー 399 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の政府関係
機関向け

ー ー ー 33 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

ー ー ー 37,054 ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け

ー ー ー 37,054 ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

ー ー ー 172 ー ー ー ー ー 0 ー ー 201 ー ー ー

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向
け及び個人向け

ー ー ー 4,486 ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

トランザクター向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

不動産関連向け ー ー ー 469 ー ー ー ー ー 239 ー ー 289 ー ー 0

自己居住用不動産等向け ー ー ー 469 ー ー ー ー ー 239 ー ー 289 ー ー 0

賃貸用不動産向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0

事業用不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその
他資本性証券等

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

取立未済手形 ー ー ー 9 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

信用保証協会等に
よる保証付

2,120 ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式等 ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

合計 4,604 ー ー 5,030 ー ー ー ー ー 239 ー ー 312 ー ー 0
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（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.50% 130% 150% 250% 400% その他 合計

2025 年度

現金 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府及
び中央銀行向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際決済銀行等向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の地方公共
団体向け

0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

外国の中央政府等以
外の公共部門向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

国際開発銀行向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方公共団体金融
機構向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

我が国の政府関係
機関向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

地方三公社向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

ー ー ー ー ー ー 99 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

カバード・ボンド向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

特定貸付債権向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中堅中小企業等向
け及び個人向け

ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

トランザクター向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

不動産関連向け ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 10,626

自己居住用不動産等向け ー ー ー 0 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 3,971

賃貸用不動産向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4,952

事業用不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他不動産関連向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ＡＤＣ向け ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

劣後債権及びその
他資本性証券等

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

ー ー ー ー ー ー ー ー ー 0 ー ー ー ー ー ー

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

取立未済手形 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

信用保証協会等に
よる保証付

0 ー ー 0 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式等 ー ー ー ー ー ー 418 ー ー ー 516 ー 286 ー ー ー

合計 2,599 ー ー 12,075 ー ー ー ー ー 0 ー ー 0 ー ー 42,300
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Disclosure 2026

・当金庫は該当する取引を行っておりません。

・当金庫は証券化取引を行っておりません。

（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

　　　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では「各種リスク

管理方針」を踏まえ、組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、定期的に収集したデータの分析・評価を

行いリスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めています。

　　　特に、事務リスク管理については、本部営業店が一体となり、厳正な「事務取扱い要領」の整備、その遵守を

心掛けることはもちろんのこと、日頃の事務指導や事務改善委員会の強化、さらには牽制機能としての事務

検証などに取組み、事務品質の向上に努めています。システム・リスクについては、「システム・リスク管理要

領」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査を実施し、安定した業務遂行

ができるよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して、管理体制の強化に努めております。

　　　その他のリスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対する適切な処理、個人情報及び情報セ

キュリティ体制の整備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重要視

した管理体制の整備に努めております。

　　　オペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用しておりますが、さらなる高度

化を目指しリスクデータの蓄積をしております。現状一連のオペレーショナル・リスクに関連するリスクの

状況については、各々担当部署がその改善・管理状況を審議し検討を行うとともに主管部署による管理状況

を常務理事会、理事会といった経営陣に対し報告する態勢を整備しております。

（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　　当金庫は基礎的手法を採用しております。

４．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

５．証券化エクスポージャーに関する事項

６．オペレーショナル・リスクに関する項目

ヘ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

○信用リスク削減手法に聞する管理方針及び手続の概要
　　信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価

　証券担保、保証などが該当します。当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の

　資質など、様々な角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置づけとして

　認識しております。したがって、担保又は保証に過度に依存しないような融資の取上げ姿勢に徹しております。ただし、

　与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様に十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくな

　ど適切な取扱に努めております。

３．信用リスク消滅手法に関する事項

・信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（単位：百万円、%）

（単位：百万円）
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―
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―
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352
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5

―
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―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度

適格金融資産担保 保　　　証 クレジット・デリバティブ

2025年度

7,331

5,401

1,252

―

930

125

310

3

―

―

―

―

15,354

20%

15%

32%

0%

87%

24%

100%

58%

0%

0%

0%

0%

28%

54,395

5,554

5,643

―

9,414

2,568

4,845

640

―

―

―

―

83,062

オン・バランス オフ・バランス
資産項目 資産項目

CCF・信用リスク削減効果適用前告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

2024年度

CCFの加重平均値（％）

40%未満

40%～70％

75%

80%

85%

90%～100%

105%～130%

150%

250%

400%

1250%

そ　の　他

合　　　計

信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー

①ソブリン向け

②金融機関向け

③法人向け

④中小企業等・個人向け

⑤抵当権付住宅ローン

⑥不動産取得等事業向け

⑦三月以上延滞等

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

資産の額及び与信相
当額の合計額（CCF・
信用リスク削減効果
適用後）

（単位：百万円、%）

53,550

4,946

6,360

ー

12,091

1,047

3,815

92

ー

ー

ー

487

82,394

9,144

5,463

1,166

ー

712

101

235

0

ー

ー

ー

ー

16,825

19%

17%

25%

0%

81%

14%

100%

10%

0%

0%

0%

0%

25%

54,622

5,608

6,181

ー

12,075

1,035

4,035

92

ー

ー

ー

487

84,139

オン・バランス オフ・バランス
資産項目 資産項目

CCF・信用リスク削減効果適用前告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

2025年度

CCFの加重平均値（％）

40%未満

40%～70％

75%

80%

85%

90%～100%

105%～130%

150%

250%

400%

1250%

そ　の　他

合　　　計

資産の額及び与信相
当額の合計額（CCF・
信用リスク削減効果
適用後）

（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクス
ポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のこ
とです。
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Disclosure 2026

・当金庫は該当する取引を行っておりません。

・当金庫は証券化取引を行っておりません。

（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

　　　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では「各種リスク

管理方針」を踏まえ、組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、定期的に収集したデータの分析・評価を

行いリスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めています。

　　　特に、事務リスク管理については、本部営業店が一体となり、厳正な「事務取扱い要領」の整備、その遵守を

心掛けることはもちろんのこと、日頃の事務指導や事務改善委員会の強化、さらには牽制機能としての事務

検証などに取組み、事務品質の向上に努めています。システム・リスクについては、「システム・リスク管理要

領」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査を実施し、安定した業務遂行

ができるよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して、管理体制の強化に努めております。

　　　その他のリスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対する適切な処理、個人情報及び情報セ

キュリティ体制の整備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重要視

した管理体制の整備に努めております。

　　　オペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用しておりますが、さらなる高度

化を目指しリスクデータの蓄積をしております。現状一連のオペレーショナル・リスクに関連するリスクの

状況については、各々担当部署がその改善・管理状況を審議し検討を行うとともに主管部署による管理状況

を常務理事会、理事会といった経営陣に対し報告する態勢を整備しております。

（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　　当金庫は基礎的手法を採用しております。

４．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

５．証券化エクスポージャーに関する事項

６．オペレーショナル・リスクに関する項目

ヘ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

○信用リスク削減手法に聞する管理方針及び手続の概要
　　信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価

　証券担保、保証などが該当します。当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の

　資質など、様々な角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置づけとして

　認識しております。したがって、担保又は保証に過度に依存しないような融資の取上げ姿勢に徹しております。ただし、

　与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様に十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくな

　ど適切な取扱に努めております。

３．信用リスク消滅手法に関する事項

・信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（単位：百万円、%）

（単位：百万円）

53,487

4,992

5,768

―

9,127

2,562

4,555

656

―

―

―

―

81,149

541

―

―

54

484

―

―

2

539

―

―

61

477

―

―

―

4,903

―

―

125

4,422

352

―

4

4,914

―

―

70

4,487

352

―

5

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度

適格金融資産担保 保　　　証 クレジット・デリバティブ

2025年度

7,331

5,401

1,252

―

930

125

310

3

―

―

―

―

15,354

20%

15%

32%

0%

87%

24%

100%

58%

0%

0%

0%

0%

28%

54,395

5,554

5,643

―

9,414

2,568

4,845

640

―

―

―

―

83,062

オン・バランス オフ・バランス
資産項目 資産項目

CCF・信用リスク削減効果適用前告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

2024年度

CCFの加重平均値（％）

40%未満

40%～70％

75%

80%

85%

90%～100%

105%～130%

150%

250%

400%

1250%

そ　の　他

合　　　計

信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー

①ソブリン向け

②金融機関向け

③法人向け

④中小企業等・個人向け

⑤抵当権付住宅ローン

⑥不動産取得等事業向け

⑦三月以上延滞等

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

資産の額及び与信相
当額の合計額（CCF・
信用リスク削減効果
適用後）

（単位：百万円、%）

53,550

4,946

6,360

ー

12,091

1,047

3,815

92

ー

ー

ー

487

82,394

9,144

5,463

1,166

ー

712

101

235

0

ー

ー

ー

ー

16,825

19%

17%

25%

0%

81%

14%

100%

10%

0%

0%

0%

0%

25%

54,622

5,608

6,181

ー

12,075

1,035

4,035

92

ー

ー

ー

487

84,139

オン・バランス オフ・バランス
資産項目 資産項目

CCF・信用リスク削減効果適用前告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

2025年度

CCFの加重平均値（％）

40%未満

40%～70％

75%

80%

85%

90%～100%

105%～130%

150%

250%

400%

1250%

そ　の　他

合　　　計

資産の額及び与信相
当額の合計額（CCF・
信用リスク削減効果
適用後）

（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクス
ポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のこ
とです。



●  Nobeoka Shinkin bank58 59

Disclosure 2026

舞野 IC

五ヶ瀬川

上 場 株 式

非 上 場 株 式 等

合 計

貸借対照表計上額

2024年度

時　　価 貸借対照表計上額

2025年度

時　　価
区　　　分

○リスク管理の方針及び手続きの概要

　　銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関

連会社、政策投資株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託、その他ベンチャーファンド又は投資事業組

合への出資金が該当します。

　　そのうち、保有しております上場株式、株式関連投資信託に係るリスク認識については、時価評価及び

最大予想損失額（VaR）によるリスク計測によって把握するとともに、運用状況に応じて常務理事会に諮

り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。株式関連商品への投資は、毎年

定めている余裕資金運用計画に基づきポートフォーリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用に心掛

けております。なお、取引にあたっては、厳格な運用・管理を行っております。

　　また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施すると

ともに、その状況については、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

　　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫では協会発行「資金運用の経理処理」及び日本公認

会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適切な処理を行っております。

７．出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

イ．貸借対照表計上額及び時価
（単位：百万円）

ロ．出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

（単位：百万円）

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

・子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません

（注）１）投資信託の裏付け資産のうち「出資等エクスポージャー」に該当するものは、一括して上場株式等に含めております。
　　２）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　３）非上場株式等には、信金中央金庫に対する出資金262百万円を含んでおります。

（注）１．金利リスクの算定手法の概要等は「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
　　２．「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示３号（2019年２月18日）による改正を受け、2020年３月末か

ら△NIIを開示することとなりました。
　　

○銀行勘定における金利リスクは、金融機関が保有する資産・負債のうち、市場金利に影響をうけるもの（例えば、貸出金、有価
証券、預金等）が金利ショック（金利の変化（衝撃））により発生するリスク量をみるものです。

○定性的開示事項（銀行勘定の金利リスク（IRRBB）に係る開示事項）※
　銀行勘定における金利リスクに関する事項
　⑴リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益に対する影響を示します
が、当金庫においては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスク（ΔEVEによる上方パラレルシ
フト、下方パラレルシフト、スティーブ化）の計測や、金利更改を勘案した期間収益シュミレーションによる
収益への影響度などの計測を行い、常務理事会等で協議・検討を行うなど、当金庫が抱える金利リスクに応
じた適切な管理体制を構築しております。
　金利リスク計測の頻度は、四半期月末を基準日として、四半期ごとにIRRBBで計測しております。
（※銀行勘定の金利リスク（IRRBB：Interest Risk in the Banking Book）とは、市場リスクのうち、トレー
ディング取引等を除く全ての金利感応資産・負債、オフバランス取引に係る金利リスクをいます。）

　⑵金利リスクの算定方法の概要
　開示公示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（※）並びに当金庫がこれらに追加して自ら開示を行う
金利リスクに関する事項
（※IRRBBのうち、金利ショックに対する経済価値の減少額として計測されるものであって、開示公示に
定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。）
⒜流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
⒝流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。
C流動性預金への満期の割り当て方法及びその前提
　流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
⒟固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用
しております。
⒠複数の通貨の集計方法及びその前提
当金庫ではIRRBBの算出にあたり、ΔEVEが正となる通貨のみを単純合算しています。なお、金利リスク
の合算において、通貨間の相関等は考慮していません。
⒡スプレッドに関する前提
当金庫ではIRRBBの算出にあたり、割引金利やキャッシュ・フローにスプレッドは含めていません。
⒢内部モデルの使用等、ΔEVEに重大な影響を及ぼすそのその他の前提
内部モデルは、使用しておりません。
⒣前事業年度末の開示からの変動に関する説明
開示初年度であるため記載しておりません。
⒤計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
当期の重要性テスト結果は、監督上の基準値である20％に対し、当金庫の資産・負債の構成からみて、妥
当な範囲に収まっていると考えております。

８．金利リスクに関する事項

871

483

1,355

871

―

871

831

484

1,315

831

―

831

項番

1
2
3
4
5
6
7

8

当期末 前期末 当期末 前期末
△EVE △NII

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本額

売 却 益

売 却 損

償 却

2024年度

―

―

―

2025年度

―

―

―

評 価 損 益

2024年度

―

2025年度

―

IRRBB：金利リスク

895
0

415

895

1,060
0

487

1060

0
12

12

37
0

37

△EVE（2025年度）

※ 自己資本の額＝「コア資本に係る基礎項目の額」－「コア資本に係る調整項目の額」

銀行勘定の金利リスク量（895百万円）

自己資本の額（4,178百万円）
×100 ＝ 21.42%

4,0914,178
当期末 前期末
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舞野 IC

五ヶ瀬川

上 場 株 式

非 上 場 株 式 等

合 計

貸借対照表計上額

2024年度

時　　価 貸借対照表計上額

2025年度

時　　価
区　　　分

○リスク管理の方針及び手続きの概要

　　銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関

連会社、政策投資株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託、その他ベンチャーファンド又は投資事業組

合への出資金が該当します。

　　そのうち、保有しております上場株式、株式関連投資信託に係るリスク認識については、時価評価及び

最大予想損失額（VaR）によるリスク計測によって把握するとともに、運用状況に応じて常務理事会に諮

り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。株式関連商品への投資は、毎年

定めている余裕資金運用計画に基づきポートフォーリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用に心掛

けております。なお、取引にあたっては、厳格な運用・管理を行っております。

　　また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施すると

ともに、その状況については、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

　　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫では協会発行「資金運用の経理処理」及び日本公認

会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適切な処理を行っております。

７．出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

イ．貸借対照表計上額及び時価
（単位：百万円）

ロ．出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

（単位：百万円）

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

・子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません

（注）１）投資信託の裏付け資産のうち「出資等エクスポージャー」に該当するものは、一括して上場株式等に含めております。
　　２）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　３）非上場株式等には、信金中央金庫に対する出資金262百万円を含んでおります。

（注）１．金利リスクの算定手法の概要等は「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
　　２．「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示３号（2019年２月18日）による改正を受け、2020年３月末か

ら△NIIを開示することとなりました。
　　

○銀行勘定における金利リスクは、金融機関が保有する資産・負債のうち、市場金利に影響をうけるもの（例えば、貸出金、有価
証券、預金等）が金利ショック（金利の変化（衝撃））により発生するリスク量をみるものです。

○定性的開示事項（銀行勘定の金利リスク（IRRBB）に係る開示事項）※
　銀行勘定における金利リスクに関する事項
　⑴リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益に対する影響を示します
が、当金庫においては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスク（ΔEVEによる上方パラレルシ
フト、下方パラレルシフト、スティーブ化）の計測や、金利更改を勘案した期間収益シュミレーションによる
収益への影響度などの計測を行い、常務理事会等で協議・検討を行うなど、当金庫が抱える金利リスクに応
じた適切な管理体制を構築しております。
　金利リスク計測の頻度は、四半期月末を基準日として、四半期ごとにIRRBBで計測しております。
（※銀行勘定の金利リスク（IRRBB：Interest Risk in the Banking Book）とは、市場リスクのうち、トレー
ディング取引等を除く全ての金利感応資産・負債、オフバランス取引に係る金利リスクをいます。）

　⑵金利リスクの算定方法の概要
　開示公示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（※）並びに当金庫がこれらに追加して自ら開示を行う
金利リスクに関する事項
（※IRRBBのうち、金利ショックに対する経済価値の減少額として計測されるものであって、開示公示に
定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。）
⒜流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
⒝流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。
C流動性預金への満期の割り当て方法及びその前提
　流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
⒟固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用
しております。
⒠複数の通貨の集計方法及びその前提
当金庫ではIRRBBの算出にあたり、ΔEVEが正となる通貨のみを単純合算しています。なお、金利リスク
の合算において、通貨間の相関等は考慮していません。
⒡スプレッドに関する前提
当金庫ではIRRBBの算出にあたり、割引金利やキャッシュ・フローにスプレッドは含めていません。
⒢内部モデルの使用等、ΔEVEに重大な影響を及ぼすそのその他の前提
内部モデルは、使用しておりません。
⒣前事業年度末の開示からの変動に関する説明
開示初年度であるため記載しておりません。
⒤計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
当期の重要性テスト結果は、監督上の基準値である20％に対し、当金庫の資産・負債の構成からみて、妥
当な範囲に収まっていると考えております。

８．金利リスクに関する事項
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※ 自己資本の額＝「コア資本に係る基礎項目の額」－「コア資本に係る調整項目の額」

銀行勘定の金利リスク量（895百万円）

自己資本の額（4,178百万円）
×100 ＝ 21.42%

4,0914,178
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みんなのために、ひとりのために

ホームページを開設しておりますのでご利用ください。

https://www.nobeshin.jp/

Nobeoka Shinkin bank Disclosure 2025

のべしんディスクロージャー誌

NOBEOKA SHINKIN BANK
2025

写真：延岡市北浦町三川内神楽（梅木地区）／鴟尾神社


